
　地上波局における局内設備のデジタル化が一段落した現在、CATV局もラスト2年弱と言われる地デジ設備対応の
最終段階を迎えようとしている。
　こうした需要に着目し、放送業務の各ワークフロー及び伝送インフラという観点からソリューションを提供してい
るのがコスミックエンジニアリングだ。同社ではそのテーマの1つとして、光ファイバ伝送、光ファイバの素材を活用
した製品を提案しているという。

● 小型HDビデオカメラに、中継放送

や長時間収録等の機能を付加

コスミックエンジニアリング営業部 

営業技術課 課長の中井 敦史氏は

「CATV局で課題になっているのは、

いかに既存のスタジオの設備をデジタ

ル化して、且つ自主放送のデジタル化・

ハイビジョン化対応をしていくかとい

う点だ。そのときに鍵となるのが元の

コンテンツをどう処理していくかとい

うことで、我々はまずカメラの方に着

目している」と話す。そこで同社が提

案しているのが、小型HDビデオカメ

ラ用 カメラアダプタ「HCAシリーズ」

だ。このシリーズを使えば、主に屋外

でテープやメモリーカードへの収録の

みしか使用できなかった小型HDビデ

オカメラに、中継放送や長時間収録等

の機能を持たせることができる。ライ

ンナップは3種類で、ベーシックタイ

プの他、A-Dコンバータ内蔵によりマ

イク音声がマルチプレクスされたHD-

SDI信号を出力するタイプや、光信号

への変換により1,000m ～ 2,000mの長

距離伝送を可能にするタイプを取り揃

えている。また、中継の際に便利な

OAタリーランプや、HDカラー液晶

ビューファインダの取り付けが可能と

なっている。中井氏は「この製品のター

ゲットは、まさにケーブルテレビ局を

主体とする地方の放送業務に携わって

いる方々。季節ごとの祭りや会場にお

ける仮設の中継スタジオを設けるイベ

ント対応時に、このアダプタがあれば

手持ちの機材を持ち寄ってプロ級の映

像も収録できる、ということを提案さ

せていただいている」と言う。

光信号へ変換し長距離伝送を可能に

する「HCA11」を利活用した標的用

途については、郊外のショッピングセ

ンターや公民館、また選挙時の開票会

場といった場所と、CATV局のスタジ

オとの間を伝送するパターンで、

CATV局が保有する専用回線、もしく

は地方自治体の光ファイバ網を活用し

て、生中継で伝送がその典型例になる

ことを見込んでいる。また、小型のカ

メラをシステムカメラアダプタにマウ

ントして使用することにより、普段は

小型の取材用のカメラで使っているも

のをスタジオカメラとして使うことが

できる点もこれまでのデモや展示会で

のプロモーションを通じて好評を博し

ており、このこともHCAシリーズの

水平展開に拍車をかけていくことにな

るだろうという。中井氏は「既存の資

産を有効活用するという目的で、この

HCAシリーズと、弊社製1Uハーフラッ

クの光/HD-SDIコンバータ“EHV-

OE-R”を対向で接続し、中継所と局

のスタジオ間を伝送できる、というソ

リューションを発表している。こうし

た使い方を、放送業界に留まることな

く、大学や関連団体、教育関係のお客

様に裾野を広げていこうと考えてい

る。放送業務以外でも使える小型のカ

メラをプロ映像として処理し、番組制

作の素材として活用できる組み合わせ

が可能なので、非常にリーズナブルな
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スタジオシステム構築の貢献に繋がる

ことをポリシーとしてPRしている」

と説明する。

外部環境との接続に関しては、通信

事業者が一般的にサービスで使用して

いるシングルモードの光回線にプラグ

インするだけで伝送が可能である。ま

た、地方の自治体、例えば光ファイバ

を開放しているような県の情報光ハイ

ウェイや自営網等の回線も同様にシン

グルモードのSCの光アダプタイン

ターフェイスとなっていることが一般

的であるため、そこに差し込むだけで

使うことができる。つまり、回線環境

が充実しているような地域での利用の

場合は、小型カメラで撮影した映像を

特別な通信インフラを使うことなく、

プロ映像として活用することができ

る。

尚、カメラ周辺のケーブルの取扱い

についてはまだまだ光ファイバでは不

安な声も聞こえるが、オリンピックや

スポーツ中継で多くの実績がある日鐵

住金溶接工業で製造されているピコ

ケーブルと称する同軸ケーブル並の高

耐久性を持つ光ファイバケーブルが登

場している。この懸念に関して中井氏

は「現在開発中であるHCAシリーズ

の次のバージョンでは、同軸ケーブル

並みの耐久度を保持した“光マルチカ

メラケーブル”への対応を予定してい

る。光マルチカメラケーブルは1 ～

1.5km辺りまでの伝送が可能で、中身

は同軸ケーブルや光ケーブルが複合し

て1つのケーブルになっている。これ

を使って頂ければ、お祭りのイベント

で中継すべき会場と、会場の中の中継

車、または仮設の中継所とをケーブル

を這わせて結ぶといった場合、光ファ

イバケーブルを繋げるよりも安定した

光伝送ができる。また、中に制御ケー

ブルもあるので、いわゆるタリー信号

やインカムなどの通信も可能だ。更に

は、電源送りも出来るので、電源の取

り回しが困難な中継でも対応できる」

と、今後の方向性を語る。

● 局間の光伝送

光ファイバによる伝送の需要とし

て、アナログ地上放送停波以後も期待

されているのは、局と局の間を結ぶこ

とによるコンテンツの流通だ。現在、

全国的な流れとしてコミュニティチャ

ンネルをハイビジョン化しようという

動きが具体的になってきている。それ

を更に推進して、コミュニティチャン

ネルをキラーコンテンツにしていくと

なると、CATV局自身が、より良いコ

ンテンツ集め、より良いコンテンツ発

信という役目を担っていくことが肝要

となる。これを後押しする要素として、

国からの補助金や、国や県、自治体ク

ラスで自前の専用回線を開放、利活用

という動きもある。こうした用途で、

既に地上波局、CATV局で実績を上げ

ているのが、コスミックエンジニアリ

ングが正規代理店を勤めるネットワー

クエレクトロニクス社の「Flashlink

（フラッシュリンク）」だ。地上デジタ

ル放送が開始前後から日本でも地上波

局が中心に局同士で光回線を活用して

伝送するという試みがされ実用化が進

んできたが、それを決定づけるものと

して2005年に開催された愛知万博で

は地上光回線の利活用によるハイビ

ジョンコンテンツの伝送手段というも

のが身近なものとなり、Flashlinkは

その手段に貢献している。その結果、

現 在FlashlinkはCATV局 同 士 の コ

ミュニティチャンネルの素材交換と

いった用途を中心に需要を増やしてい

る。

Flashlinkの光伝送装置ラインナッ

プは、P2P（ポイント・トゥー・ポイ

ント）、2波長多重のWDM、16波長ま

で対応するCWDM、および40波長ま

で多重可能なDWDMを取り揃えてお

り、様々な局間伝送、中長距離をター

ゲットにした伝送に対応できる。また、

アナログ、デジタル、ビデオ、オーディ

オ、RS422、10/100Base Ether、

GbE、LバンドRF、FiberChannelなど、

異なるビットレートストリームを多重
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して1本の光ファイバによる多チャン

ネルリアルタイム長距離伝送が可能

だ。中井氏は「40kmから80km、いわ

ゆる中長距離局同士で、映像、音声、

またはその制御信号、データのやり取

りを、複数チャンネルで高効率良く光

伝送を行いたい、といった要望に対し

てはFlashlinkを提案している。また、

システム管理・制御を行うための

Web.ブラウザを中心とする管理制御

機能が充実していることにより、運用

者の人的リソースを裂かなくて済むと

いう点もご好評を頂いている」と話す。

販売実績に関しては毎年堅調な伸び

を示しており、その中でも、CATV局

の割合が大幅に増えてきているとい

う。主な用途は、近隣局同士のコミュ

ニティチャンネルのコンテンツ流通、

議会中継、情報カメラの素材伝送の3

つ。中井氏は「中長距離という市場は

全体から見れば少ないが、一度構築す

れば周辺の局を全てカバーする役割を

担うものだ。2005年に導入して頂い

たCATV局様を中心として、地域にも

よるが毎年10チャンネルぐらいの伝

送ネットワークを導入していくペース

で増えてきているので、地上アナログ

放送停波以後も成長する市場であると

期待している。弊社の役割としては、

メーカー純正のものを提案するだけで

はなく、Flashlinkのモジュールを採

用した、長期安定性、特に電源周りを

ケアしたシステムフレーム、いわゆる

コンパチのシステムを自社製作により

対応している。重要なコンテンツの送

受信は長期安定性が大事なので、弊社

ではこの製品に限らず、それを保持で

きるシステム提案をポリシーとしてい

る」と語る。その意味で「当社自社製

のEシリーズを主体とする周辺ペリ

フェラル機器、同じくネットワークエ

レクトロニクス社のVikinXルーティ

ングスイッチャー等とも接続連携を取

り、総合的なシステム提案も可能な状

況にある」と説明している。

局間における光伝送ネットワークの構成事例
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